
【学校教育活用資料】


[image: image1.bmp]
学校自己診断票　作成検討委員会
人権教育学校自己診断票について
１　人権教育学校自己診断票のねらい
　三重県教育委員会が、平成14年度から平成16年度まで、「人権教育セットアッププラン21」事業を推進してきたことで、各学校において人権教育の中・長期的な推進計画が作成されてきました。現在、その実践と検証（評価）による不断の見直しが必要とされています。
　また、文部科学省が設置した「人権教育の指導方法等に関する調査研究会議」は、平成18年1月、『人権教育の指導方法等の在り方について[第二次とりまとめ]』を発表しました。その中でも「人権教育の取組については、学校教育活動全体の評価の中で自ら点検・評価を行い、その結果を基に学校が主体的にその取組の不断の見直しを行うと共に、保護者や地域の人々に積極的に情報を提供するよう努めることが求められる。」と述べられています。
　この学校自己診断票は、これらの趣旨に沿って作成されたもので、人権教育を推進していく際の具体的な手法についても、参考にしていただけるようになっています。
　学校自己診断票を利用することで、各学校が、自校の人権教育の推進状況や教育活動の特徴を把握するとともに、点検・評価、改善、さらには、保護者への積極的な情報提供をスムーズに行うことが可能になります。
　そして、診断によって得られた結果を、各学校ですでに策定されている「人権教育推進計画」等に反映させ、常に人権教育を深化させていく取組につなげていただきたいと考えています。
　なお、この学校自己診断票は学校の組織を総体的に診断するものであって、教職員個々のスキル等を診断するものではないことを、あらかじめお断りしておきます。
２　人権教育学校自己診断票の内容について
　各診断項目については、「三重県人権教育基本方針」「三重県同和教育基本方針」をもとに作成し、ある程度具体的な内容を例示したものです。
　発達段階(小学生・中学生・高校生)別に、教職員用、児童生徒用、保護者用の3種類からなります。
　教職員用は、「1  現状の把握」「2  学習の充実」「3  研修・体制の充実」「4  家庭や地域、校種間の連携」「5  教育の環境」の各評価軸を設定し、詳細に診断ができるようになっています。
　この評価軸に沿って、児童生徒用、保護者用も作成されています(どのように対応しているかについては「学校自己診断集計シート」を参照してください)。
　児童用(小学校3年生以上)と生徒用及び保護者用においては、それぞれの設問ごとに「Ａ(ア)そう思う」「Ｂ(イ)だいたいそう思う」「Ｃ(ウ)あまりそう思わない」「Ｄ(エ)そう思わない」の４段階と「不明な場合は空欄」で診断するようになっています。児童用の小学校1・2年生用は、（　）の中に○×書き入れる簡易な形式で作成されています。また、生徒用と児童用及び保護者用のそれぞれには、「学校をよりよいものにするために、こうすればいいというような意見」を具体的に記述することができるようにもなっています。

３　人権教育学校自己診断票の活用にあたって
　結果を集約した後、どの評価軸に強みを持っているか、それぞれの評価軸間の関連はどうかなど、校内研修などを通じて、評価結果を全教職員で分析、共有化し、各学校における「人権教育推進計画」等の見直しにつなげていくとともに、その後の自校の人権教育の充実に向けてご活用ください。
教職員用については、抽象的文言で書かれていたり、限定的文言が挿入されていたりすることで、空欄が多くなる場合もあると思われます。○の数の多少を問題にするのではなく、空欄が多かった理由を学校全体として議論していただくことも大切だと考えています。
　保護者や地域住民の方々へは、よりいっそうの学校への理解と協力、参画を促進していくためにも、診断結果や今後の展望を積極的に発信していただきたいと考えています。
  なお、この学校自己診断票は、あくまでも一例ですので、各学校や地域の状況に合わせて、一部分の利用や組み替え、設問の変更など、活用しやすいように編集しなおすなどの工夫もお願いします。
　以下に、各評価軸のねらいがまとめてありますので、活用の際の参考にしてください。
「1 現状の把握」について
　児童生徒の現状を把握することに関する評価です。次の3点が主なねらいです。
①児童生徒たちが抱える人権課題の把握
②児童生徒たちにつけたい力の明確化
③学習内容の充実に向け、基礎となる事実の把握
「2 学習の充実」について
　学習の内容の充実度を把握することに関する評価です。具体的な学習内容については『わたし　かがやく　教職員用活用資料集』の「授業展開例」にある「目標」等を参照してください。
①児童生徒に習得させたい知識・理解
②児童生徒に身につけさせたいスキル
③児童生徒に培いたい姿勢・態度
「3 研修・体制の充実」について
　校内における教職員の研修体制に関わる評価です。次の3点が主なねらいです。
①人権尊重に関わる課題や指導方法の教職員間での連携
②教職員自身の人権意識を見直す主体的な研修
③生徒の現状や教育課題を踏まえた人権教育の推進
「4 家庭や地域、校種間の連携」について
　家庭や地域、校種間でどの程度連携が図られているかに関わる評価です。次の3点が主なねらいです。
①懇談会や研修会、通信等による保護者啓発
②保護者や地域の方の学校教育への参画と開かれた学校づくり
③系統的・継続的な取り組みのための近隣の学校との校種間連携
「5 教育の環境」について
　学校の中で教育の環境がどの程度整っているかに関わる評価です。次の3点が主なねらいです。
①人権教育に関する学習資料・図書、情報アクセス等の充実
②人権に配慮した施設面における環境整備
③一人ひとりの生徒に応じた人権教育を基盤とした学習・生活指導、及び教育相談の充実

学校自己診断票作成検討委員会
監修
　高田一宏　(兵庫県立大学)
　作成検討委員（50音順）
       　　　　　河合良樹  (三重県立昴学園高等学校)
       　　　　　澤　範明  (南伊勢町立南島西中学校)
       　　　　　新家厚志  (津市立美里中学校)
       　　　　　鈴木英哉  (社団法人　三重県人権教育研究協議会)
       　　　　　谷川進悟  (紀北町立潮南中学校)
       　　　　　中野慎也  (四日市市立神前小学校)
       　　　　　西井達子  (伊賀市立崇広中学校)
       　　　　　西岡千恵子(伊賀市立柘植中学校)
       　　　　　水谷和之  (三重県立養護学校北勢きらら学園)
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